
令和３年度　事務事業総点検表（１次評価）

企画

Ｒ２ Ｒ１ H30

企
画
課

1
国への提
案・要望活
動事業

-
市

（直営）

来年度の国予算編成
への提案・要望による
市政の重要事業推進

国制度や予算への提
案・要望事項をとりまと
め、年２回（７月、10
月）、関係省庁等へ提
案・要望書を提出す
る。

提案・要望のとりま
とめ件数

15項目/
回（新規
１件以
上）

①７月
31項目
（新規９件）
②11月
26項目
（新規１件）

一
般

1,692 ― 529 1.0 0.0
提案・要望活動
の実施回数

２回 １回 ２回 ２回

国の予算編成時期等を踏まえ、例
年6月は制度関係、11月は予算関
係の提案・要望を重点的に実施す
ることとしている（R3年度は新型コ
ロナウイルス及び選挙等の関係で
7月と11月に実施）。本市の重要事
業推進に向け、国予算・制度に対
して要望活動を2回実施することを
目標値とする。

２回 A A

　新型コロナウイルスの影響を受
けつつも、７月の要望活動はオン
ラインにて開催するなど、効果的
な方法を模索し、行った。その結
果、新規案件９件を含む31件の要
望活動を行うことができた。
　また、11月には新型コロナウイル
スの感染対策を行い、通常どおり
の開催を行い、新規１件を含む26
件の要望活動を実施した。

　新型コロナウイルスの状況等を
鑑みながら、今後も開催方法につ
いて検討が必要。
　また、要望書の記載内容などに
ついて、広報課のアドバイスを踏ま
えて、各局と連携・調整し、より効
果的なものとなるよう、改善を図
る。

企
画
課

2

東静岡地区
「アート＆ス
ポーツ／ヒ
ロバ」開設・
運営事業

H29 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

「文化・スポーツ等の
拠点」として位置付け
た東静岡市有地を、
本格的な整備方針が
決定するまで、「賑わ
いづくりの実験場」とし
て利活用する。

大道芸・ダンス・音楽
等の様々なアートの取
組とともに、ローラース
ポーツやホビー等のイ
ベントを実施する
「アート&スポーツ/ヒロ
バ」を運営する。

①実行委員会の
開催
②各作業部会の
開催

①２回
②６回

①２回
②９回

一
般
31,340 ― 31,340 2.0 0.0

東静岡アート＆
スポーツ／ヒロバ
のローラース
ポーツパーク利
用者人数
（※単位：人）

27,269 24,790 24,317 19,732
前年度実績の110％を目標とす
る。

28004 A A

活動指標及び成果指標を計画通
り達成することができた。
新型コロナウイルスの影響からス
クール等の中止を余儀なくされた
が、東京オリンピックの影響等もあ
り、開館以来最高の来場者数と
なった。

オリンピックやコロナによる一人で
楽しめるスポーツの需要の高まり
をしっかりと取り込むよう、引き続き
広報活動や初心者向けのスクー
ルなどを行い、利用者の増加に務
める。

企
画
課

3
土地開発公
社事務費負
担金

-
補助等
（交付先）

公有地の拡大の推進
に関する法律に基づ
く土地の取得、管理、
処分等による都市基
盤整備等の推進

市の依頼に基づき、
公共事業などに必要
な公共用地を先行取
得する。付帯等事業と
して、保有土地におけ
る月極駐車場運営事
業等を行う。

負担金の交付
交付実
施

交付実施
一
般
25,482 ― 14,369 1.0 0.0

市による土地の
買戻し件数

５件 10件 ５件 ３件

「静岡市土地開発公社の経営健
全化等に関する計画」において、
市の依頼に基づき公社が取得し
た用地は、取得後５年以内に市に
よる買戻しを行うこととしている。
これを遵守したうえで各種整備計
画を推進しているため、計画の進
捗に合わせた土地の買戻し件数
を目標値に設定している。

７件 S A

公社の事業計画に基づき適切に
土地の買戻しが行われ、活動指標
及び成果指標ともに達成すること
ができた。

引き続き、計画的かつ着実な土地
の買戻しがなされるよう、公社との
連携を図っていく。

企
画
課

4

（仮称）葵歴
史のまちづ
くりグランド
デザイン策
定事業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

本市５大構想に基づ
き、静岡都心地区に
おいて、「歴史文化の
拠点」に相応しいまち
づくりを進めることで、
市域全体の持続的発
展に繋げる。

学識経験者等で構成
される検討会（４回）で
の意見を踏まえて、グ
ランドデザインを策定
する。

検討会の開催 ４回 ５回
一
般
5,448 ― 5,005 1.0 0.0

グランドデザイン
の策定

策定 ― ― ―
グランドデザイン策定を目標とす
る。

策定 A A

葵歴史のまちづくりグランドデザイ
ンの策定に向けて、学識経験者や
市民などで構成した検討会を設置
し検討を進めた。検討会で作成し
た案についてパブリックコメントを
実施し、グランドデザインを策定し
た。

策定したグランドデザインの実現
に向け、市民、事業者、行政で共
通認識を持つとともに、具体的な
取組である各種個別計画に反映
させていく。

企
画
課

5

大内新田地
区土地利活
用可能性検
討調査事業

Ｒ 1 -
市

（直営・委
託）

清水区大内新田地区
における遊休地に関
して、土地利活用に
係る諸条件の整理
や、地域の特性を踏
まえた活用の検討を
行い、もって当該地域
の住民サービスの向
上及び活性化を図
る。

①土地利活用検討業
務の実施
②地域住民との意見
交換

①委託業務の実
施件数
②地域住民との意
見交換会開催回
数

①１件
②３回

①１件
②２回

一
般
3,000 － 3,080 0.2 0.0

全体レイアウト
（案）の検討実施

実施 - - -

土地利活用に際して、前提条件等
を整理し、各施設の配置等を決定
していく必要があることから、全体
レイアウト（案）の検討実施を成果
指標として設定した。

実施 A A

大内新田地区の全体レイアウト
（案）を検討するに当たり、土地利
活用検討業務を発注し検討を進
めてきた。また、地域住民との意見
交換会は、当初予定の３回から２
回に減少したものの、当該年度の
目的である全体レイアウト（案）が
地元とも共有できたためAとした。

作成した全体レイアウト（案）につ
いて、広く市民に意見を聴くため
パブリックコメントを実施していく。
パブリックコメントでの市民意見も
反映させた土地利活用方針を作
成する。

企
画
課

6

リニア中央
新幹線開業
後のまちづ
くり研究事
業

Ｒ 1 -
市

（直営）

「リニア中央新幹線」
の開業に伴い、本市
に生じると想定される
影響とその対策につ
いて、官民連携によ
り、調査・研究を行う。

①調査研究の実施
①共同調査研究
委員会の開催

①３回 ①３回
一
般
4,564 － 4,038 0.2 0.0

調査・研究の実
施による課題整
理

実施 ― ― ―
次年度以降の検討に向け、課題
整理を終えていることが必要であ
るため。

実施 A A
予定どおり共同調査研究を実施
し、報告書として取りまとめることが
できたため。

共同調査研究で得られた結果に
ついて、４次総の策定作業に活か
していく。

企
画
課

7
総合教育会
議

H27 -
市

（直営）

市長と教育委員会
が、十分な意思疎通
を図り、本市教育の課
題及びあるべき姿等
を共有しながら、連携
して効果的に教育行
政を推進する。

総合教育会議の開催 会議の開催回数 ２回 ２回
一
般

120 ― 48 0.4 0.0
協議によって新
たな事業に繋
がった件数

３件 ４件 ２件 ３件

扱ったテーマの件数から、協議に
よって新たな事業に繋がった件数
を目標値とすることで、会議での協
議で終わること無く、確実に改善
に繋がっていることが確認できるた
め。

３件 A A

活動指標で定めた計画どおりに会
議を開催した。
成果指標についても、議論した
テーマについて、次年度以降の事
業に繋げることができた。

会議の議論を更に活性化し、より
実のあるものとしていくため、市長
部局と教育委員会が課題を共有
し、両者に共通し、解決策を検討
するに相応しいテーマを設定して
いく。

局

①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

会計
年度
任用
職員
（人）

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
当該年度
の目標値

実績値
会
計

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)



Ｒ２ Ｒ１ H30

①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

会計
年度
任用
職員
（人）

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
当該年度
の目標値

実績値
会
計

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

企
画
課

8
高等教育の
あり方検討
推進事業

H28 -
市

（直営）

地域振興、地方創生
の礎として、地域を担
う人材を地域の中で
育てるため、多様な視
点から本市に求めら
れる高等教育のあり方
を検討し、高等教育の
あるべき姿とそれに対
する方策を明らかに
する。

①検討会の開催
②各種調査の実施

①検討会の開催
回数
②調査の実施

①２回
②実施

①２回
②実施

一
般

1,240 ― 318 1.0 0.0
検討会開催及び
調査の実施によ
る課題整理

実施 実施 実施 実施
次年度以降の検討に向け、現状
の課題整理を終えていることが必
要であるため。

実施 A A

活動指標については、「静岡大学
将来構想推進会議」及び「同ワー
キンググループ」を通じて、静岡大
学を含む本市の高等教育の将来
像を検討できた。
成果指標については、会議開催
や文部科学省などからの情報収
集を通じて、静岡大学や本市高等
教育の充実に向けて課題を整理
することができた。

今後の方向性及びその具体的な
実現策を打ち出していくため、引
き続き高等教育のあり方の検討を
進めていく。

企
画
課

9
第４次静岡
市総合計画
策定事業

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

令和５年度からスター
トする第４次総合計画
について、時代の潮
流やSDGsなどの視点
などを考慮しながら作
成することで、本市の
目指すべき方向性を
明らかにする。

庁内検討会議での意
見を踏まえて、基本構
想、基本計画（骨子
案）を作成する。

①庁内策定会議
の開催
②市民参画手続
の実施
（例　市民討議
会、市長ミーテイ
ング室、パブリック
コメント）

①６回
②実施

①６回
②実施

一
般
12,000 ― 7,734 2.0 0.0

基本構想、基本
計画（骨子案）の
作成

作成 ― ― ―

４次総の策定に際して、令和４年
度に詳細な検討に着手し、決定し
ていく必要があることから、基本構
想、基本計画（骨子案）の作成を
目標とする。

作成 A A

４次総の策定に向けて、庁内の策
定会議を６回開催し検討を深める
とともに、市民アンケートや「Voice
of しずおか」などにより市民意見を
聴取しながら、基本構想、基本計
画（骨子案）を作成し、パブリックコ
メント手続に付すことができた。

基本構想、基本計画（骨子案）を
基に、内容を深めて検討し計画を
策定していく。引き続き、市民、議
会など関係者の意見を確認しなが
ら策定していく。

企
画
課

10
スタジアム
検討調査事
業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

本市の状況整理や他
都市事例の調査等を
実施し、施設規模や
整備手法、立地可能
性箇所等の検討を行
うために必要となる情
報を整理する。

IAIスタジアムの現状
整理、他のスタジアム
調査（基本的機能、整
備手法、合意形成プ
ロセス等）、国やJリー
グ等の動向などの情
報整理を行う。

調査の実施 実施 実施
一
般

3,000 － 2,640 1.0 0.0 情報整理 完了 ― ― ―
施設規模や整備手法、立地可能
性箇所等の検討を行うために必要
となる情報整理。

完了 A A

予定していたサッカースタジアム
先行事例調査を実施し、他の整備
手法・整備スキームなどについて
整理した。

令和３年度の調査を踏まえ、令和
４年度は静岡市サッカースタジア
ムを活かしたまちづくり検討委員
会を開催する。

企
画
課

11
指定都市市
長会

-

市・補助
等

（直営・交
付先）

地域の実情に則した、
住民にとって最も効率
的な行政サービスを
提供できる体制の実
現

指定都市市長会諸に
参画し、本市意見を積
極的に主張する。

指定都市市長会
議の出席回数

３回 ３回
一
般

5,093 ― 3,684 1.0 0.0
指定都市市長会
として提案した事
項の達成

１件以
上

１件 １件 １件

影響度の高い指定都市市長会と
して要請・提案することにより、制
度改正などにつながるため、毎年
1件以上の提案事項の達成を目標
とした。

１件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
指定都市市長会から提案してい
た、液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律に
基づく事務・権限について、都道
府県より移譲された。

住民にとって最も効率的かつ効果
的なサービスを提供するため、引
き続き、指定都市市長会として国
に提案を行っていく。

企
画
課

12
地方分権推
進事業

-
市

（直営）

自治行政権、自治財
政権、自治立法権を
具えた、市民が主役
の地方政府の確立

地方自治の本旨であ
る団体自治と住民自
治のさらなる充実強化
に向け、国への提案
募集方式及び県から
の権限移譲を推進し、
地方分権改革に効率
的に対応する。

地方分権の推進
に関する庁内説
明会の開催回数

１回 １回
一
般

158 ― 1 0.5 0.0
地方分権に関す
る国や県との協
議回数

１回以
上

１回 １回 ２回

住民がより良い行政サービスを享
受できるよう、現行制度下における
基礎自治体の機能強化を図るた
め、国や県と毎年１回以上の協議
を実施することを目標とした。

１回 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
地方分権改革に関する提案募集
方式を活用した内閣府への事前
協議の実施により、地方分権の推
進を図った。

さらなる行政サービスの向上のた
め、引き続き、国と協議を行い、制
度改正等を目指していく。

企
画
課

13
静岡県、浜
松市との連
携推進

-
市

（直営）

静岡県、浜松市と協
働・協調し、県勢の発
展を目指す。

県勢の発展に向け、
静岡県、浜松市と行
政課題について協議
等を行う。

会議等の実施回
数

２回 ２回
一
般

357 ― 40 1.0 0.0 協議件数
５件以
上

５件 ５件 ５件

両指定都市の連携・協力によって
地域発展を牽引していくため、ま
た、静岡県と両指定都市の連携・
協力によって県勢の発展を牽引し
ていくため、毎年５件以上の協議
を実施することを目標とした。

５件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
中部地域サミット、県・市町連携推
進会議における協議や、静岡市
浜松市企画課担当課長会議の開
催により、県、浜松市との連携を図
ることができた。

共通の課題である人口減少対策
等について、今後も連携して取り
組んでいく。

企
画
課

14
静岡市・甲
府市連携交
流事業

H18 -
市

（直営）

中部横断自動車道の
開通を見据え、両市
の連携交流を通じて
一層の発展を目指
す。

静岡市・甲府市連携
交流会議の開催
連携事業の実施

会議の開催回数 １回 １回
一
般

47 ― 0 0.5 0.0 協議件数
２件以
上

２件 ― ―
静岡市・甲府市の連携を推進する
ため、連携交流会議での協議件
数を目標とした。

２件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
連携交流会議の開催や連携事業
の実施により、甲府市との連携強
化を図ることができた。

中部横断自動車道の中央自動車
道までの開通を契機に、さらなる
連携交流の促進を図る。

企
画
課

15

しずおか中
部連携中枢
都市圏の連
携

H29 -
市

（直営）
静岡県中部地域の発
展に資すること。

中部５市２町による連
携
中部５市２町首長会議
等の開催

会議の開催回数

・首長１
回以上
・有識者
１回以上

首長１回
有識者１回

一
般

346 ― 120 1.0 0.0
協議、合意した
件数

１件以
上

１件 １件 １件

中部５市２町が情報交換及び共通
する行政問題に関する協議を行
い、この地域の発展に資するた
め、毎年開催する中部５市２町首
長会議で協議し、合意した件数を
目標とした。

１件 A A

活動指標及び成果指標を達成す
ることができた。
首長会議及びビジョン懇談会にお
いて、次期ビジョンの策定につい
て協議し、圏域の将来像や取組方
針について合意した。

圏域が一体となってビジョン事業
を実施していくため、市町間の連
携や、各市町における企画部署と
所管課との連携をより強化し、積
極的に情報交換・共有を行う。
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①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

会計
年度
任用
職員
（人）

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
当該年度
の目標値

実績値
会
計

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

企
画
課

16
大学連携事
業

H26 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

大学と市が互いに持
つ知識・経験を活用
し、各種連携事業を
実施することで、地域
の発展と人材の育成
を図る。

①地域課題解決事業
の実施
②地方創生推進サテ
ライトの設置
③ふじのくに地域・大
学コンソーシアム負担
金

①地域課題解決
事業採択件数
②サテライトの設
置
③負担金の交付

①20件
②設置
③交付

①20件
②設置
③交付

一
般
13,538 ― 8,060 0.4 0.0

地域課題解決事
業の参加学生数

117人 117人 213人 321人

令和2年度は新型コロナウイルス
感染拡大に伴い例年より参加学
生数が大幅に減少しており、令和
3年度も同様の状況となる見込み
であるため、令和2年度参加学生
数を目標値とする。

179人 S A

活動指標については、計画どおり
達成することができた。
成果指標については、新型コロナ
ウイルス感染症の影響に伴い、引
き続き参加学生が少なくなると見
込み、令和２年度実績と同じ目標
値を設定した。
新型コロナウイルス感染症の影響
（対面授業の回避、オンライン授
業の促進など）があったものの、前
年度よりも学生の事業参加が進
み、目標を上回る結果となった。

令和４年度も、新型コロナウイルス
感染症の感染状況は見通せない
ものの、早期に事業開始し、1人で
も多くの学生に参加していただけ
るよう事業を進めていく。

企
画
課

17
SDGs推進
事業

H30 -

市・補助
等

（委託・交
付先）

ＳＤＧｓの達成及び世
界に輝く静岡の実現
に向け、国内外への
「情報発信」、ＳＤＧｓ
の「市政への組込
み」、ＳＤＧｓに取り組
む企業・団体等との
「ネットワーク化」を図
る。

①ＳＤＧｓ連携アワード
の実施
②国内外への情報発
信

①ＳＤＧｓ連携ア
ワード応募件数
②市外会議出席
回数（オンライン
開催含む）

①10件
②５回

①41件
②7回

一
般
55,413 5,000 4,322 4.0 1.0 ＳＤＧｓ宣言件数 94件 155件 106件 ―

令和3年度からは新たに「ネット
ワーク化」に取り組むため、令和元
年度から開始した「ＳＤＧｓ宣言事
業」の宣言数を新たな目標値とし
た。（令和2年度までは市民認知度
が指標）
なお、事業目標では令和4年度ま
でに450件としており、残り２年間で
１８９件という状況であることから、
今年度94件（１８９件の半数）を目
標値とする。

182件 S S

　令和4年度末までに450件を目標
に掲げていたが、想定を大幅に上
回る宣言が提出され、令和3年度
末で443件となった。（R３年度は目
標値９４件に対し実績が１８２件）
　H30年度から各事業を実施して
きた結果、市内におけるSDGsの理
解度の向上、取組の促進につな
がり、このような成果となったといえ
る。

　SDGsの達成のためには、企業・
団体が自ら実践していくだけでな
く、これからの時代を担う若者がＳ
ＤＧｓを学び、実践しながら発信し
ていくことも必要である。
　そのためには、連携機会の創
出、様々な層に向けた情報発信を
通じ、取組促進、取組の見える化
を図り、宣言数の増加につなげて
いく。

企
画
課

18
移住・定住
支援事業

H27 -
市

（直営・委
託）

首都圏等から本市へ
の移住促進

①移住支援センター
等相談業務の実施
②移住フェア・セミ
ナーの開催
③お試しテレワーク体
験事業の実施

①移住相談件数
②移住フェア・セミ
ナーの回数
③お試しテレワー
ク体験事業の利用
者数

①1,000
件
②14回
③50人

①1,300件
②16回
③35人

一
般
28,776 20,000 35,412 2.5 1.0

移住相談者のう
ち本市への移住
者数

77人 103人 64人 65人
過去３年間の平均値を目標値とす
る。

107人 S S

オンラインを活用したイベントの実
施により、時間や場所に捉われず
移住相談が可能になったこと、ま
た、庁内・公民連携によるワンス
トップ体制でのセミナー開催及び
フェア参加により、相談件数が増
加した。これに伴い、目標値を超
える移住者数につながったと考え
る。

対面とオンラインそれぞれの特徴
を活かしたハイブリット型でのイベ
ントを実施していくとともに、多種
多様な移住ニーズに応えるため、
庁内・公民連携による相談体制の
充実を図っていく。

企
画
課

19
新幹線通学
費貸与事業

H28 -
市

（直営）

若年層の地元就職を
促進することで、転出
抑制を図る。

本市に居住し、首都
圏等の大学等へ新幹
線で通学する30歳未
満の学生を対象に、
新幹線定期代の一部
を無利子で貸与する。

新規申請者数 60人 85人
一
般
49,691 ― 27,038 1.5 1.0

返還手続きを
行った卒業者の
地元就職率

66.7% 68.6% 66.1% 64.8%

返還手続きを行った卒業者のうち
地元就職をした方の割合を目標
値としている。過年度３年間の平
均値を目標値とする。

62.30% A A

リモート授業が減り、対面授業が
再開され始めたことにより、活動指
標の新規申請者数が目標値を大
きく上回ったが、成果指標の地元
就職率はわずかに及ばなかった。

卒業後に手続きを行わず、事業利
用後の進路状況の不明な利用者
が複数いるため、貸与中から定期
的に通知を送付するなど、所在確
認を行う。
また、更なる地元就職率向上のた
め、効果的な就職情報の提供を
行う。

企
画
課

20
各種統計調
査事業

H15 -
市

（直営）

各種行政施策等の基
礎資料を得るため、統
計法に基づく基幹統
計調査を実施する。

基幹統計調査（経済
センサス－活動調査）
等の実施

①指導員及び調
査員の確保人数
②調査員（指導
員）説明会の開催
回数

①450人
②９回

①405人
②９回

一
般
41,018 ― 33,993 3.5 2.0

調査実施率
（実施件数／対
象件数）

100％ 100％ 100％ 100％
基幹統計調査の調査対象を漏れ
なく調査する必要があるため、
100％を目標として設定した。

100% A A

活動指標は目標値に達しなかった
が、業務を効率よく実施し、成果
指標を計画どおり達成することが
できた。

登録調査員数が減少傾向にあり、
適切に調査業務を実施するため
の調査員確保が困難となってきて
いる。確保対策として、調査員の
処遇改善等を国へ要望していく。

企
画
課

21
市勢統計調
査等事務

H15 -
市

（直営）

基幹統計調査の結果
等を、各種行政施策
等の基礎資料とする
ため、統計資料を公
表する。

各種統計資料につい
て、静岡市統計書の
刊行やホームページ
への掲載により、公表
する。

静岡市統計書の
資料収集等刊行
事務の実施

実施 実施
一
般

2,168 ― 1,771 0.5 0.5
静岡市統計書発
行部数

150部 150部 150部 150部

統計資料の提供手法である静岡
市統計書の発行部数を、民間及
び行政のニーズを充足できる部数
として150部を目標値として設定し
た。

150部 A A
活動指標及び成果指標を計画ど
おり達成することができた。

統計資料の利活用ニーズの把握
が困難だが、電話等の問合せ内
容の情報集積により、ニーズ把握
に努めていく。

ア

セ

ッ
ト

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

推

進

課

22
アセットマネ
ジメントの推
進

H24 ～
市

（直営・委
託）

老朽化の進む公共施
設の維持管理に係る
財政負担の軽減や平
準化を図り、健全で持
続可能な都市経営の
実現を目指す。

「静岡市アセットマネ
ジメント基本方針」に
基づき、総資産量の
適正化と個別施設の
長寿命化、民間活力
の導入を図る。

アセット案件の各
種相談の実施

実施 実施
一
般
7,778 － 6,527 2.7 0.5

総資産量の適正
化に向けた取組
みに関する機関
意思決定数

３件 ３件 ３件 3件 過去の実績から設定 ３件 A A

公共建築物の施設の移転、統廃
合等に関する事項について、各施
設所管課との相談を実施し、3つ
の案件について、利用方針に関
する機関意思決定を行った。

健全な都市経営の実現のため、
総資産量の適正化は必須である。
個々の施設の利用状況や、サー
ビスについて再評価を行い、施設
のあり方を改めて整理した上で、
床面積の縮減に取り組む。
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⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
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会
計
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正
職
員
(人)

ア
セ

ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

23
PPP/PFIの
推進

H29 ～
市

（直営）

効率的かつ効果的な
公共施設等の整備等
及び未利用市有財産
の利活用を進めるとと
もに、新たな事業機会
の創出や民間投資の
喚起による経済成長
を実現していくため
に、多様なＰＰＰ／ＰＦ
Ｉの導入を目指す。

「静岡市PPP/PFI導入
優先的検討指針」に
基づき、本市事業へ
のＰＰＰ／ＰＦＩ手法の
導入に必要な調査・検
討を進めるとともに、
民間事業者の知識習
得と官民対話の機会
を提供する。

地域プラットフォー
ムの開催

実施 実施
一
般

200 － 40 0.7 0.2 平均参加社数 40社 79社 41.5社 －

過去の参加状況から想定し設定
(40社/回)
※R2年度はウェブ開催のため参
考値とする

55社 S A

コロナ禍において、事業者等を実
際に集めて開催することが困難と
なったため、ウェブを活用した結
果、遠方等からの参加者の時間及
び費用負担が減ったことで、目標
を上回る数の事業者の参加があっ
た。
目標は上回ったものの、R2年度の
ウェブ開催実績79社に対し、R3年
度は55社となり、参加社数が減少
したためA評価とした。

プラットフォームの開催において、
対話案件及び参加社数の安定的
な確保が課題である。
対話案件については、事業課や
連携市町への照会を早期から実
施することで、計画的な提案を促
す。
参加社数については、コアメン
バー等と協力して募集案内先を広
げる等、周知の拡充に取り組む。

ア

セ

ッ
ト

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

推

進

課

24
アリーナ整
備の推進

H31 ～
市

（直営・委
託）

交流人口の増加や経
済波及効果など大き
な効果をもたらす、選
ばれ稼げるアリーナの
整備を目指す。

候補地におけるプロ
ジェクトシミュレーショ
ン、先進事例調査、ヒ
アリング調査等を実施
する。

アリーナ誘致推進
業務の実施

実施 実施
一
般
10,000 － 6,941 2.0 0.1

市場把握、事業
収支、市の支援
策、経済波及効
果等の把握

完了 － － －
アリーナ誘致の検討を進める上で
必要となる項目を目標として設定

完了 A A

ＪＲ東静岡駅北口市有地（第17街
区）において、複数の施設規模で
の事業手法、事業収支、経済波及
効果等の調査研究を行い、諸条
件を満たしたため「誘致予定場所」
と選定した。

民間主導での整備・運営を目指し
ているため、イニシャルコストを含
めた事業性の精査を行う必要があ
る。
周辺環境への影響（騒音、振動、
交通）を懸念する地元の声がある
ため意見交換を重ねていく。

ア
セ

ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

25
新清水庁舎
の建設

H29 ～
市

（直営・委
託）

耐震性能や災害時の
業務継続性等に課題
のある現清水庁舎を
再整備し、災害に強
い防災拠点であると同
時に、まちづくりの拠
点となる新たな清水庁
舎を建設する。

（令和2年3月再公告
後、コロナの影響によ
り5月に事業一時停
止、9月補正にて債務
負担行為の廃止）
コロナ変革によりICT
の進展が加速し、行政
サービスが大きく変わ
ることが予想されること
から、コロナ後の庁舎
のあり方研究を行い、
新しい未来の庁舎の
あり方を示す。

①国、他都市等の
動向の把握
②来庁者実態調
査
③有識者、民間事
業者ヒアリング
④行政サービスの
デジタル化調査
⑤ポストコロナ時
代の執務空間の
あり方調査

①実施

②実施

③実施

④実施

⑤実施

①実施

②実施

③実施

④実施

⑤実施

一
般

348 12,000 12,022 2.6 0.2

建設事業再開に
向けた、新しい
未来の庁舎のあ
り方に関する調
査研究及び検討
の進捗率

40% 20% ― ―

令和２年度はコロナによる影響の
簡易調査、令和３年度から２か年
かけて専門業者の支援によるコロ
ナ後の庁舎のあり方研究を進める
ため、令和２年度は20%、令和３年
度、４年度の各年度は40%の進捗
として設定

40% A A

国等が示すデジタル化や働き方
改革の動向といった社会変化を踏
まえ、近年の清水区のまちづくりの
変化や清水庁舎の整備、運用に
関する市民意見等を整理し「ポスト
コロナ時代に求められる庁舎整備
の方向性」を示した。

令和４年度は、本年度の調査結果
をベースに、有識者・市民で構成
する清水庁舎整備検討委員会を
開催し、現計画である基本構想等
の見直しを行い、新たな方針を決
定する。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

26

申請書ダウ
ンロードシス
テム運営事
業

H24 ～
市

（直営・委
託）

市民や事業者が、イン
ターネットを通じて申
請書等の様式をダウ
ンロードできるように
し、行政手続の利便
性向上を図る。

申請書ダウンロードシ
ステムの運用管理

申請書ダウンロー
ド手続数

1,000件 1,096件
一
般

105 ― 102 0.5 0.5 ダウンロード件数
553,80
0件

553,71
0件

456,56
9件

460,74
8件

新型コロナの影響による特例措置
などの利用が不透明である一方、
全般的な申請書の利用の増加も
想定されるため、昨年度と同等の
件数を目標値として設定した。

534,41
6件

Ａ Ａ

・新型コロナの影響により、イベント
申込などの申請は減少したもの
の、コロナ補助金に関する申請件
数等が増加した結果、申請書ダウ
ンロード件数が目標件数の約97％
にとどまったが、おおむね計画ど
おりの目標値となった。

将来的な行政手続のオンライン化
の浸透による利用件数の減少は
想定されるものの、今後も一定数
の利用は見込まれることから、申
請書ダウンロードに併せて丁寧な
記載例を載せるなど、さらなる利便
性の向上を図る。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

27
静岡市公衆
無線ＬＡＮ
整備事業

H25 ～
市

（直営）

地域活性化と住民の
利便性の向上、観光
施策の推進又は災害
対応力の向上を図る。

官民連携による市内
への公衆無線ＬＡＮの
整備

①作業部会、協議
会の開催
②関係団体等との
調整

①随時
開催
②随時
開催

①開催
②開催

一
般
2,176 ― 2,146 1.0 0.0

ポータルサイトの
安定稼働

実施 ― ― ―

ポータルサイトが安定稼働すること
で、無線ＬＡＮの設置場所や観光
情報を市民や観光客へわかりや
すく伝えられ、事業目的達成に欠
かせないことから目標値として設
定した。

実施 Ａ Ａ

・ポータルサイトについて、障害等
による停止時間は発生せず、計画
どおり安定稼働させることができ
た。

事業目的である「地域活性化と住
民の利便性の向上」は達成できた
と考えられるため、残る「観光施策
の推進」を図るため、担当課への
事業の移管を検討する。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

28
電子申請シ
ステム運営
事業

H29 ～Ｒ 3
市

（直営・委
託）

窓口電子申請サービ
スを導入し、行政サー
ビス利便性向上を図
る。

窓口電子申請サービ
スの運用管理

新電子申請システ
ムへの移行

100% 100%
一
般
2,184 ― 2,021 1.5 0.0

システムの安定
稼働及び新電子
申請サービスへ
の移行

100% ― ― ―

システムの安定的な運用及び令
和４年度における新電子申請シス
テムへの完全移行を目標値として
設定した。

100% Ａ Ａ

・新電子申請システムとの１年間の
並行稼働期間を設定することで、
必要な電子申請の新電子申請へ
の完全移行が完了した。

行政手続のオンライン化の推進に
向けて、公的個人認証活用の利
用方針やぴったりサービスとの住
み分けなど運用方法を整理してい
く。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

29

オープン
データカタ
ログサイト運
用保守業務

H27 ～
市

（直営・委
託）

行政の透明性、信頼
性の向上、市民参
加、官民協働の推進
及び経済の活性化、
行政の効率化を図る。

専用サイトにて市が保
有する情報をオープ
ンデータとして提供

データセット提供
数

330件 330件
一
般
1,484 ― 1,484 0.5 0.0

提供データの質
の向上
（機械判読に適
したデータ提供
形式の割合）

17%以
上

17% ７% ４%

提供するデータ形式の提供割合
を評価指標とし、具体的にはオー
プンデータの特徴でもある機械判
読を５段階にて評価する中で、一
般的に機械判読に適する３段階
目以降での提供割合を前年度以
上として目標値を設定した。

18.2% Ｓ Ａ

・各データの所管課に対してデー
タ形式の見直し依頼を実施した結
果、機械判読に適したデータ形式
で提供した割合が増加し、目標値
を上回ったが、政府推奨するデー
タセットのうち、機械判読に適さな
いデータが残るため、Ａ評価とす
る。

引き続き提供データの質の向上に
向けて、各所管課と連携し、適切
なデータを提供していく。また、ス
マートシティやメタバースなどで新
しい活用方法を検討し、各所管課
の新規事業への支援を行ってい
く。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

30
マイキーＩＤ
設定支援事
業

Ｒ 1 ～Ｒ 3
市

（直営・委
託）

マイナンバーカードの
普及及び消費活性化
のため、マイナポイン
トの利用に必要な設
定の支援を行い、市
民への利用を促す。

マイナポイント予約専
用端末の設置及び支
援員の配置

マイナポイント対
象者の設定支援
数

20,000件 16,842件
一
般
11,390 ― 10,334 1.0 0.5

マイナポイント対
象者の設定支援

20,000
件

― ― ―

令和３年度にマイナンバーカード
の交付を受けるマイナポイント対
象者は約55,000件であり、約
20,000件を目標値として設定し
た。

16,842
件

Ｂ Ｂ

・全国におけるマイナンバーカード
所持者に対するポイント申込率が
約50％にとどまったことに加え、自
身で申込を行えるよう広報活動を
行ったためか、マイナポイント設定
支援の実績は目標件数の約84％
にとどまり、目標値をやや下回っ
た。

マイナポイント第２弾に伴う申込支
援体制を整え、引き続き対象者へ
の支援を行っていく。
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①
所
属
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№
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会計
年度
任用
職員
（人）

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
④事業の
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⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
当該年度
の目標値

実績値
会
計

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

31
行政サービ
ス利便性向
上事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

行政手続を対話形式
で案内する窓口手続
支援サービスの拡充
により、行政サービス
利便性向上を図る。

窓口手続支援サービ
スの運用管理

窓口手続支援
サービス拡充の進
捗割合

100% 100%
一
般

495 2,200 691 1.0 0.5
窓口手続支援
サービスの新規
提供数

４種類 ８種類 ― ―

令和２年度は手続が単純な転入
転出等８種類のサービス提供を開
始した。令和３年度は、比較的手
続きが複雑な福祉・子育て等の業
務から４種類のサービス提供開始
を目標値として設定した。

５種類 Ｓ Ａ

・多言語対応のニーズを受け、転
入、転居、転出、出生、死亡の５種
類の手続について英語版及び中
国語版のサービスの提供に変更し
たため、当初予定していた福祉・
子育てではないものの、新規サー
ビスの提供目標値は達成した。た
だし、レイアウトの一部に改善の余
地があることから、Ａ評価とする。

行政手続きガイドで正確な情報を
提供するためには定期的な手続
内容の見直しが必要であるため、
法改正等で手続内容に影響があ
る場合、関係各課へ適宜修正を
依頼し、最適化する。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

32
行政サービ
ス利便性向
上事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

市民や事業者の利便
性向上のため新たに
導入した電子申請シ
ステムについて、旧シ
ステムからの完全移行
を行うとともに、機能の
拡充により多様な行政
手続に対応できるよう
安定稼働を図る。

①旧電子申請システ
ムからの完全移行
②公的個人認証サー
ビス、キャッシュレス決
済機能等の対応

窓口電子申請
サービスへの移行

100% 100%
一
般

― 21,120 14,905 1.0 0.0

窓口電子申請
サービスの安定
稼働及び旧シス
テムからの移行

100% ― ― ―

旧電子申請システムが令和４年３
月末で終了することに伴い、現行
システムの申請を精査し、必要な
申請をもれなく移行することを目標
値として設定した。

100% Ａ Ａ

・旧電子申請システムとの１年間の
並行稼働期間を設定することで、
必要な電子申請の新電子申請へ
の完全移行が完了した。

行政手続のオンライン化の推進に
向けて、公的個人認証活用の利
用方針やぴったりサービスとの住
み分けなど運用方法を整理してい
く。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

33
新技術実装
推進事業

Ｒ 1 ～
市

（直営・委
託）

「静岡市職員テレワー
ク・ロードマップ」に基
づき、長時間労働を
前提としない生産性を
重視した働き方を進
める。

ＲＰＡの導入 ＲＰＡ導入業務数 ２業務 ３業務
一
般

― 6,445 4,880 1.5 0.0
ＲＰＡ導入業務
数

２業務 ４業務 ２業務 ―

前年度に設計した業務の開発・適
用を行うとともにＲＰＡ業務の実施
方法等を確立する。導入業務数
は、一昨年度と同等数を目標値と
して設定した。

３業務 Ｓ Ａ

・令和２年度の実証実験を受け、
「通勤手当の距離認定業務」及び
「国民健康保険高額医療支給該
当者登録業務」に対してＲＰＡを本
格導入した。また、令和２年度にＢ
ＰＲを実施した「重度心身障害者
医療費助成業務」に係るＲＰＡを
作成したが、本運用には至ってい
ないため、Ａ評価とする。

ＲＰＡの導入効果が見込まれる業
務について引き続き調査・検討を
行うとともに、今後のＲＰＡの導入・
運用の見直しを図っていく。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

34
情報通信基
盤整備事業

Ｒ 2 ～Ｒ 3
補助等
（交付先）

中山間地エリア等に
未整備であった高度
通信基盤設備（光ファ
イバー網）を設置す
る。

中山間地エリアにある
電話回線の基地局等
を光ファイバーによる
通信ができる環境とす
るための設備導入工
事の実施

①補助金交付事
務
②光回線を活用し
たサービスを市民
に向けて実施する
説明会の開催

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

― 696,901 654,972 1.5 0.0

市内にある基地
局（概ね連合町
内会単位に一
致）への光ファイ
バーによる通信
設備の導入

導入
完了

整備事
業の予
算化

― ―

市内の基地局を光ファイバーに対
応させることで、面的な整備を完
了させることを目標として設定し
た。

導入完
了

Ａ Ａ

・一部の施工困難箇所は残ったも
のの、計画どおり整備が終了し、
補助金交付事務についても支払
手続を完了した。

来年度は、本事業の対象外区域
であった葵区西又地区について
の対応を行う。

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課

35
情報リテラ
シー能力向
上業務

Ｒ 2 ～Ｒ 3
市

（委託）

デジタルデバイドの解
消のため、市内の高
齢者向けに啓発事業
を実施する。

Ｓ型デイサービス及び
生涯学習講座を会場
とした、高齢者が情報
通信端末を活用する
体験会の実施

①契約事務
②啓発事業の体
制づくり
②体験会の実施

①実施
②実施
③５回

①実施
②実施
③12回

一
般

― 3,000 2,701 0.5 0.5
受講者向けアン
ケートにおける
講座満足度

80% ― ― ―

市民が情報通信端末を体験した
際の講座を通じて興味を持つこと
で、今後端末を調達し利活用して
いくことにつながるため、受講者向
けアンケートにおける講座満足度
を目標値として設定した。

83.6% Ａ Ａ

・高齢者に向けた情報通信端末を
活用した体験会を12回実施した。
・受講者向けアンケートによる講座
満足度が83.6％に達し、目標値を
上回った。

来年度以降は、デジタル活用の定
着を図るためのアフターフォローも
含めた講座の実施や、民間事業
者とも連携して実施していくこと
で、デジタルデバイドの解消を促
進する。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

36
情報セキュ
リティ対策
事業

-
市

（直営）

・情報セキュリティ専
門機関の支援を受け
て、職員の情報セキュ
リティ意識の向上を図
る。

①情報セキュリティ監
査
②eラーニング研修の
実施
③情報資産台帳の整
備

①情報セキュリ
ティ内部監査員の
養成人数
②eラーニング研
修の実施回数
③全庁的な情報
資産台帳の棚卸
回数

①20人
②１回
③１回

①20人
②１回
③１回

一
般
9,082 ― 8,137 3.0 2.0

情報ｾｷｭﾘﾃｨ事
故対応手順の全
職員への周知率

100% 100% 100% 100%
当該事故に関する手順は、全職
員が理解する必要があるため、
100%とした。

100% Ａ Ａ
・計画どおり監査及び研修を実施
し、目指していた成果(職員周知)
を達成できた。

・情報システムを取りまく脅威がま
すます高まるなか、今後も、新しい
攻撃方法やセキュリティに対する
知見を常に取り入れ、職員の対応
手順を更新し、周知に努める等対
策に取り組む。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

37

住民情報シ
ステム（住民
記録、税
務、国保年
金等）運営
管理業務

～
市

（直営・委
託）

継続的な住民サービ
スの提供のため、住民
情報システムの安定
的で円滑な運用を図
る。

住民情報システムの
運用、維持管理並び
に法改正及び組織改
正に伴う軽微な改修、
機能改善等を実施す
る。

①委託契約・賃借
契約
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催

①27件
②12回

①27件
②12回

一
般
826,839 ― 783,209 6.0 0.0

機能改善等を適
切に反映した上
で障害等による
稼動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
機能改善等を適切に反映した上
で、稼働において、終日停止を発
生させないこと

0日 A A
・計画通りにシステムの安定稼働
を実現し、目指していた成果を達
成できた

・機能改善等を適切に実施すると
ともに、システム全般の安定稼働
を実現する。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

38

法改正対応
等にかかる
システム改
修業務

-
市

（委託）

継続的な住民サービ
スの提供のため、住民
情報システムの安定
的で円滑な運用を図
る。

法改正等に伴う税務・
国保年金システムなど
の大規模なプログラム
の改修を実施する。

①委託契約
②関係各課及び
ベンダーとの検討
会開催

①3件
②12回

①３件
②12回

一
般
27,653 ― 27,164 1.0 0.0

法改正等を適切
に反映した上で
障害等による稼
働全日停止日数

0日 0日 0日 0日
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステム
の安定稼働を実現した。

・今後も発生する法改正等に適切
に対応できるよう、各システム所管
課との充分な情報共有に努める。
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会計
年度
任用
職員
（人）

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

実績値

達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

指標名
当該年度
の目標値

実績値
会
計

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

シ
ス
テ
ム
管
理
課

39
人事給与シ
ステム運用
管理業務

～
市

（委託）

職員人事及び給与の
事務管理を効率的に
実施するため、人事
給与システムの安定
的で円滑な運用を図
る。

人事給与システムの
運用、維持管理及び
法改正等に伴う機能
の改修を実施する。

①委託契約・賃借
契約
②人事課及びベ
ンダーとの定例会
開催（書面開催含
む）

①4件以
内
②4回

①3件
②4回

一
般
25,120 ― 23,474 1.3 0.0

法改正等を適切
に反映した上で
障害等による稼
働全日停止日数

0日 0日 0日 0日
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステム
の安定稼働を実現した。

・統合型内部情報システムとの連
携を確実に実施し、人事処理及び
給与処理の安定稼働を実現する。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

40

統合型内部
情報システ
ム運用管理
業務

～
市

（委託）

本市における内部情
報系システム（財務会
計、文書管理、グルー
プウェア、庶務事務
等）を一元管理し、各
種事務を効率的に実
施するため、統合型
内部情報システムの
安定的で円滑な運用
を図る。

統合型内部情報シス
テムの運用、維持管
理及び法改正等に伴
う機能の改修を実施
する。

①委託契約（クラ
ウド利用契約を含
む。）
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催（書面開催
含む）

①6件以
内
②12回

①6件
②12回

一
般
89,636 ― 94,490 2.5 0.0

法改正等を適切
に反映した上で
障害等による稼
働全日停止日数

0日 0日 0日 0日
法改正等に伴う機能改修を実施し
た上で、稼働において、終日停止
を発生させないこと

0日 A A
・改修内容に伴うシステムへの影
響を回避し、計画通りにシステム
の安定稼働を実現した。

・関係各課及び開発ベンダーと協
力してシステムの安定稼働を実現
する。
・今後も発生する課題や法改正等
に適切に対応できるよう、各システ
ム関係課と充分な情報共有に努
める。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

41
その他各種
システム運
用管理業務

～
市

（委託）

内部組織における事
務の効率的実施のた
め、各種システムの改
修・開発を行い、シス
テムの安定稼働を図
る。

派遣常駐ＳＥによる内
部事務の電算システ
ムの維持・開発を実施
する。

①派遣契約
②各種システムの
開発・改修・維持
③内部情報システ
ム主管課会議の
開催（書面開催含
む）

①1件
②30件
以上
③1回

①1件
②72件
③1回

一
般
18,850 ― 18,659 0.2 0.0

障害等による稼
動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発生さ
せないこと

0日 A A
・計画どおりシステムの安定稼働を
実現し、目指していた成果を達成
できた。

・各種システムの見直し・改修・新
規開発の際は、所管課とのヒアリン
グを実施し、システム所管課の要
望と費用対効果の検証を行ったう
えで実施する。

シ
ス
テ
ム
管
理
課

42

市政総合
ネットワーク
運用管理業
務

～
市

（委託）
市政総合ネットワーク
の安定運用を図る。

市政総合ネットワーク
の運用、維持管理を
行う。

①委託契約・賃借
契約
②関係各課及び
ベンダーとの定例
会開催（書面開催
含む）

①11件
以内
②12回

①11件
②12回

一
般
374,142 165,000 373,281 2.0 1.0

障害等による稼
動
全日停止日数

0日 0日 0日 0日
稼働において、終日停止を発生さ
せないこと

0日 A A
・計画どおりシステムの安定稼働を
実現し、目指していた成果を達成
できた。

・今後も、総務省が公表した「地方
公共団体における情報セキュリ
ティポリシーに関するガイドライン」
を参考に本市情報セキュリティポリ
シーの見直しに対応したネットワー
ク環境を維持しつつ、市政総合
ネットワークのセキュリティ確保及
び安定稼働を実現する。


